
調査結果（ 市 町 村 ） 

別添資料１ 



障害者相談支援事業について 

１ 

①976 

56% 

②566 

33% 

③200 

11% 

障害者相談支援事業の実施形態 

①単独で実施 

②複数市町村

共同で実施 

③単独＋複数

市町村共同で

実施 

  
市町村数：1,742 

①260 

15% 

②1,169 

67% 

③313 

18% 

障害者相談支援事業の実施方法 

①直営で実施 

②指定特定・指定一

般・指定障害児相談

支援事業所に委託で

実施 

③直営で実施＋指定

特定・指定一般・指

定障害児相談支援

事業所に委託で実施 

    
市町村数：1,742 

①1,382 

79% 

②289 

17% 

③55 

3% 

④16 

1% 

障害者相談支援事業の運営方法 

①３障害一元化して実施 

②障害種別ごとに実施 

③地域包括支援センターと一

体的に実施（３障害一元化） 

④その他 

  

  

※ 「地域包括支援センターと一体的に実施（３障害一元化）」と、「３障害一 
 元化して実施」又は「障害種別ごとに実施」の場合は、「地域包括支援セン 
 ターと一体的に実施（３障害一元化）」に集計  

※ 「３障害一元化して実施」と「障害種別ごとに実施」の場合は、「３障害一 
 元化して実施」に集計 

市町村数：1,742 

①563 

32% 

②855 

49% 

③205 

12% 

④119 

7% 

障害者相談支援事業の対応日 

①365日対応し

ている 

②平日（月～

金）のみ対応し

ている 
③平日（月～

金）＋土曜日対

応している 
④その他 

  市町村数：1,742 

①200 

12% 

②598 

34% 
③944 

54% 

障害者相談支援事業の対応時間 

①24時間対応

（夜間は宿直に

より対応） 

②24時間対応

（夜間は携帯電

話により対応） 

③24時間対応し

ていない 

市町村数：1,742 

①150 

9% 
②376 

21% 

③37 

2% 

④50 

3% 

⑤222 

13% 

⑥907 

52% 

障害者相談支援事業の対応日・対応時間 

①365日対応＋24時

間（夜間は夜勤又は

宿直）対応 
②365日対応＋24時

間（夜間は携帯）対応 

③365日対応＋24時

間対応なし 

④365日対応していな

い＋24時間（夜間は

夜勤又は宿直）対応 
⑤365日対応していな

い＋24時間（夜間は

携帯 
⑥365日対応していな

い＋24時間対応なし 

    

  市町村数：1,742 

365日対応+24時間対応 
526  30％ 



障害者相談支援事業について 

２ 

 
 
○ 178.6億円 
  

※ 地域活動支援センターⅠ型が行う相談支援業務以外の事業費や居住サポート事業費などを含めて報告している市町村が存在するた
め、必ずしも正確な市町村の相談支援に係る委託費の予算額とはなっていない。 

  
※ 1,742市町村のうち相談支援を指定相談支援事業者へ委託している市町村数（1,482市町村）で単純に割った場合、1市町村当たり

1,205万円。 
 （委託している市町村（1,482市町村）の中には、「委託」のみの市町村と、「直営＋委託」を組み合わせている市町村の両方が含まれ
ていることに注意が必要。） 

 

障害者相談支援事業に係る委託費の予算額の総計（Ｈ２４年度） 

①553 

32% 

②1,189 

68% 

ピアカウンセリングの実施状況 

①実施 

②未実施 

  

市町村数：1,742 

449  
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388  
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ピアカウンセリングの実施状況（対象障害別） 

  実施市町村数：553 



３ 

（参考）障害者相談支援事業を直営又は直営＋委託で行う場合の「直営部分」の実施状況 

①527 

83% 

②67 

10% 

③18 

3% 

④4 

1% 

⑤19 

3% 

窓口の設置場所 

①市町村役所 

②公共施設 

③障害福祉サービス事業所

内 

④障害者支援施設 

⑤その他 

    

  
    

  

直営部分の窓口数：635 

①474 

②961 

③318 
④245 

⑤78 

⑥170 

⑦30 

⑧415 
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専門的職員の人数 

①社会福祉士 

②保健師 

③精神保健福祉士 

④看護師・准看護師 

⑤介護福祉士 

⑥介護支援専門員 

⑦臨床心理士 

⑧その他の専門的職員 

  

  

このうち、相談支援専門員の人数： 678 
   相談支援専門員以外の人数：2,601 

  

  

相談支援の業務に従事する者の人数 ：3,279 

※１人の者が複数の資格を有する場合は、複数に人数を計上 

①68 

67% 

②13 

13% 

③21 

20% 

ピアカウンセラーの人数 

①身体障害 

②知的障害 

③精神障害 

    

  

ピアカウンセラーの人数：102 



４ 

（参考）障害者相談支援事業を直営又は直営＋委託で行う場合の「直営部分」の実施状況 

①59 

9% 

②541 

85% 

③17 

3% 
④18 

3% 

対応日 

①365日 

②平日（月～金） 

③平日＋土曜日 

④その他 

            直営部分の窓口数：635 

①59 

9% ②41 

7% 

③535 

84% 

対応時間 

①24時間対応

（夜間は宿直） 

②24時間対応

（夜間は携帯） 

③24時間対応し

ていない 

        

  

            直営部分の窓口数：635 

①30 

5% 

②26 

4% ③3 

0% ④29 

5% 

⑤15 

2% 

⑥532 

84% 

対応日・対応時間 

①365日対応＋24時間

（夜間は夜勤又は宿直）

対応 
②365日対応＋24時間

（夜間は携帯）対応 

③365日対応＋24時間

対応なし 

④365日対応していない

＋24時間（夜間は夜勤

又は宿直）対応 
⑤365日対応していない

＋24時間（夜間は携帯 

⑥365日対応していない

＋24時間対応なし 

        

  

            直営部分の窓口数：635 

365日対応+24時間対応 
56 9％ 

①545 

86% 

②26 

4% 

③4 

1% 
④60 

9% 

相談支援事業の障害種別等別の対象者 

①3障害＋障害児 

②3障害のみ 

③障害児のみ 

④その他 

    

  

直営部分の窓口数：635 

①92 

②68 

③26 

④56 

⑤111 
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他機関と一体的に総合的な窓口を設置している窓口 

①地域包括支援センター関係 

②保健・子育て・発達支援関係 

③就労支援関係 

④市町村総合相談関係 

⑤虐待防止センター関係 

  

  

  

  

一体的に総合的な窓口を 
設置している窓口数:353 



５ 

①60 

85% 

②11 

15% 

委託により設置する場合の 

障害者相談支援事業の委託状況 

①委託あり 

②委託なし 

      
委託により設置している 
箇所数：71 

基幹相談支援センターについて 

①84 

5% 
②72 

4% ③57 
3% 

④1,529 

88% 

基幹相談支援センターの設置状況 

①市町村単独で設置 

②複数市町村共働で設置 

③平成24年度中に設置予

定 

④平成24年度においては

設置予定はない 

      

  

  市町村数：1,742 

①39 

35% 

②71 

65% 

基幹相談支援センターの設置方法 

①直営で設置 

②指定相談支

援事業所に委

託 

    

  

  設置箇所数：110 

①10 

14% 

②14 

20% 
③47 

66% 

委託により設置する場合の委託先の 

相談支援に係る指定状況 

①一般相談支援

事業所の指定あり 

②特定相談支援

事業所の指定あり 

③一般+特定相談

支援事業所の指

定あり 

      
委託により設置している 
箇所数：71 

①50 

45% 

②29 

26% 

③14 

13% 

④5 
5% ⑤12 

11% 

窓口の設置場所 

①市町村役所 

②公共施設 

③障害福祉サービス事業所

内 

④障害者支援施設 

⑤その他 

    

  
    

  

設置箇所数：110 



基幹相談支援センター等機能強化事業について 

６ 

①487 

28% 

②1,255 

72% 

基幹相談支援センター等機能強化事業の

実施状況 

①実施 

②未実施 

    

市町村数：1,742 

①386 

②87 

③365 

④194 
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基幹相談支援センター等機能強化事業の専門職員の資格 

①社会 

福祉士 

②保健師 

③精神保健 

福祉士 

④その他 

  
  

  

  実施市町村数：487 



７ 

①36 

②168 

③104 

④136 

⑤14 
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住宅入居等支援事業の実施内容 

①障害者向け住宅の確保、リストの作成 

②入居支援（不動産業者に対する物件斡

旋依頼、家主等との入居契約手続き支

援） 
③24時間支援（緊急対応が必要となる場

合における相談支援、関係機関との連

絡・調整等、必要な支援を行う） 
④居住支援のための関係機関によるサ

ポート体制の調整 

⑤その他 

    
実施市町村数：208 

※経過的取扱い 
  現に障害者支援施設等に入所している障害者又は精神科病院に入院している精神障害者に対す 
 る入居支援及び居住支援のための関係機関によるサポート体制の調整及び２４時間支援について 
 は、地域移行支援・地域定着支援の実施体制が整備されるまでの間、経過的に実施できるもの。 
 
 

住宅入居等支援事業（居住サポート事業）について 
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実
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住宅入居等支援事業の実施状況（経年比較） 

実施市

町村数 

実施率 

※平成23年4月1日の実施状況は、被災３県を除くデータ。 

①208 

12% 

②1,534 

88% 

住宅入居等支援事業の実施状況 

①実施 

②未実施 

    
市町村数：1,742 

①17 

8% 

②182 

85% 

③8 

4% 

④6 

3% 

住宅入居等支援事業の実施方法 

①直営で実施 

②指定相談支援事業

者に委託で実施 

③不動産業者に委託

で実施 

④その他 

    

※ 複数の実施方法で実施している場合、ダブルカウントしているため、 
  合計数は実施市町村数と一致しない。 

  実施市町村数：208 



住宅入居等支援事業（居住サポート事業）について 

８ 

【住宅入居等支援事業の実利用者数】 

   2,257人 
  
（内訳） 
 ・入居支援の実利用者数 

  634人 
（一般住宅への入居に結びついた実利用者数 514人） 

 ・２４時間支援の登録者数 
    417人 

住宅入居等支援事業の実利用者数等（Ｈ23年度） 

実施市町村数：208 
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成年後見制度利用支援事業の未実施の理由 

①利用希望者がいない 

②財源の確保が困難 

③実施体制が整備され

ていない 

④他事業で実施 

⑤その他 

未実施市町村数：502 

成年後見制度利用支援事業について 

９ 

504  560  
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成年後見制度利用支援事業の実施状況（経年比較） 

実施

市町

村数 

実施

率 

※平成23年4月1日の実施状況は、被災３県を除くデータ。 

①940 

 54% ②300 

 17% 

③502 

 29% 

成年後見制度利用支援事業の実施状況 

①Ｈ23年度以前

から実施 

②Ｈ24年度から

新規実施 

③未実施 

    
市町村数：1,742 

①639 

68% 

②301 

32% 

成年後見制度利用支援事業の対象者 

①市町村長申立てのみ 

②市町村長申立て以外も含む 

        

平成２３年度実施市町村数：940 



成年後見制度利用支援事業について 

１０ 

成年後見制度利用支援事業の助成額（Ｈ２３年度） 

 
【助成額総額】 
○申立費用のみ助成：7,734,238円 
○成年後見人等の報酬のみ助成：40,680,533円 
○申立費用及び成年後見人等の報酬を助成：20,662,981円 
○合計：69,077,752円 

 
【利用者１人当たりの平均助成額（年間）】 
○申立費用のみ助成：21,604円 
○成年後見人等の報酬のみ助成：239,297円 
○申立費用及び成年後見人等の報酬を助成：181,254円 
※ 助成額総額（全国ベース）を利用者数（助成対象別）（Ｈ23年
度）で単純に割った場合の助成額 

利用者数：    642 
実施市町村数：940 
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成年後見制度利用支援事業の利用者数（経年比較） 

※平成22年度の利用者数は、被災３県を除くデータ。 

①358 

56% 
②170 

26% 

③114 

18% 

成年後見制度利用支援事業の利用者数（助成対象別）（Ｈ２３年度） 

①申立費用 

のみ助成 

②成年後見人の報酬のみ

助成 

③申立費用及び成年後見

人の報酬を助成 

          

利用者数：642 



成年後見制度普及啓発等事業について 

１１ 

①47 

3% 

②1,695 

97% 

成年後見制度普及啓発等事業の実施状況 

①実施 

②未実施 

        

市町村数：1,742 

①40 

85% 

②3 

6% 

③4 

9% 

成年後見制度普及啓発等事業の実施内容 

①成年後見制度利用促進の

ための普及啓発事業を実施 

②法人後見立ち上げ支援事

業を実施 

③ ①と③の両方を実施 

        

実施市町村数：47 
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地域住民の代表者 

主任児童委員 

民生委員・児童委員 

知的障害者相談員 

身体障害者相談員 

都道府県(行政職員) 

市町村(行政職員) 

児童相談所 

保育所 

保健所・保健センター 

公共職業安定所（ハローワーク） 

大学等（学識経験者など） 

権利擁護関係団体(権利擁護関係者) 

障害当事者団体・障害当事者(障害者相談員を除く) 

高齢者介護の関係機関 

民間企業 

教育関係機関（特別支援学校など） 

医療機関（病院・診療所など） 

障害福祉サービス事業者 

発達障害者支援センター 

障害者就業・生活支援センター 

指定一般・指定特定・指定障害児相談支援事業者（障害者相談支援事業の委託なし） 

指定一般・指定特定・指定障害児相談支援事業者（障害者相談支援事業の委託あり） 

各機関に所属している者をメンバーとしている協議会の割合 

自立支援協議会の構成メンバー（所属別） 
  協議会数：1,137 

自立支援協議会について 

１２ 

①

898 
79% 

②

191 
17% 

③48 

4% 

自立支援協議会の事務局の 

運営方法 

①直営

で実施 

②委託

で実施 

③その

他 

    

  

  

協議会数：1,137 

①

1,629 
94% 

②113 

6% 

自立支援協議会の 

設置状況 

①設置 

②未実

施 

  

    
市町村数：1,742 
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実
施
市
町
村
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自立支援協議会の設置状況（経年比較） 

設置

市町

村数 

設置

率 

※平成23年4月1日以前の設置状況は、地域自立支援協議会の設置状況。 
※平成23年4月1日の設置状況は、被災３県を除くデータ。 



自立支援協議会について 

１３ 

①748 

66% 

②389 

34% 

自立支援協議会の専門部会の設置状況 

①設置 

②未設置 

      

協議会数：1,137 
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自立支援協議会の専門部会の種類 

①課題別 

②障害別 

③地域別 

④その他 

    専門部会設置協議会数：748 
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専門部会を課題別に設置している場合の課題の種類 

①権利擁護 

関係 

②地域移行 

関係 

③退院促進 

関係 

④就労 

関係 

⑤子ども 

関係 

⑥相談支援関係 

⑦地域生活・生

活支援関係 

⑧その他 

課題別の専門部会設置協議会数：674 



指定特定・指定障害児相談支援事業所等について 

１４ 
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指定特定・指定障害児相談支援事業所数（経年比較） 

指定特定・

指定障害

児相談支

援事業所

数 

指定特定・

指定障害

児相談支

援事業所

のうち市町

村から障害

者相談支

援事業の

委託を受け

ている事業

所の割合 

※Ｈ23年度以前のデータは、指定相談支援事業所数 
※Ｈ23年4月1日の指定相談支援事業所数は、被災３県を除くデータ。 
★指定一般相談支援事業所の指定のみ受けている事業所（754事業所）に
ついては、「調査結果（都道府県）」に掲載。 

①93 

3% 

②1,926 

68% 

③188 

7% 

④49 

2% 

⑤5 

0% 

⑥110 

4% 

⑦417 

14% 

⑧63 

2% 

指定特定・指定障害児相談支援事業所の運営主体 

①地方公共団体 
 

②社会福祉法人 
 
③医療法人        

④社団・財団法人 

⑤協同組合     

⑥営利法人     

⑦特定非営利法人  

⑧その他              

    

  

    

  

指定特定・指定障害児 

相談支援事業所数：2,851 

①76 

3% ②248 
9% 

③1,723 

60% 

④382 

13% 

⑤402 

14% 

➅20 

 1% 

指定特定・指定障害児相談支援事業所の窓口の設置場所 

①市町村役所 

②公共施設 

③障害福祉サービス事業所内 

④障害者支援施設 

⑤その他 

⑥複数設置 

    

  
    

  

指定特定・指定障害児 

相談支援事業所数：2,851 



指定特定・指定障害児相談支援事業所等について 
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指定特定・指定障害児相談支援事業所に配置されている 

相談支援専門員の人数（経年比） 

    

※Ｈ23年度以前のデータは、指定相談支援事業所に配置されている相談支援専門員の人数。 
※Ｈ23年4月1日の相談支援専門員の人数は、被災３県を除くデータ。 
※指定特定・指定障害児相談支援事業所の指定以外に、指定一般相談支援事業所の指定も 
  併せて受けている場合、指定一般相談支援事業所の相談支援の業務に従事する相談支援 
  専門員の人数も含めて計上している。 
★指定一般相談支援事業所の指定のみ受けている場合の相談支援専門員の人数（1,296人）は、「調査結果
（都道府県）」に掲載。 

①258 

58% 
②75 

17% 

③109 

25% 

指定特定・指定障害児相談支援事業所に 

配置されているピアカウンセラーの人数 

①身体障害 
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指定特定・指定障害児相談支援事業所に配置されている専門的職員の人数 

①社会福祉士 

②保健師 

③精神保健福祉士 

④看護師・准看護師 

⑤介護福祉士 

⑥介護支援専門員 

⑦臨床心理士 

⑧その他の専門的職員 

  

  

このうち、相談支援専門員の人数： 5,676 
   相談支援専門員以外の人数：2,215 

  

  

相談支援の業務に従事する者の人数 ：7,891 

※１人の者が複数の資格を有する場合は、複数に人数を計上 
※指定特定・指定障害児相談支援事業所の指定以外に、指定一般相談支援事業所の指定も併せて 
  受けている場合、指定一般相談支援事業所の相談支援の業務に従事する者の人数も含めて計上している。 
※指定一般相談支援事業の指定のみを受けている場合の相談支援の業務に従事する者の人数（1,934人）は、 
「調査結果（都道府県）」に掲載。 



１６ 

指定特定・指定障害児相談支援事業所等について 

①393 
14% 

②1,826 

64% 

③373 
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④259 

9% 

指定特定・指定障害児相談支援事業

所の対応日 

①365日 

②平日（月～

金） 

③平日＋土曜

日 

④その他 

          

指定特定・指定障害児 

相談支援事業所数：2,851 

①98 

3% 

②892 

32% 

③1,861 

65% 

指定特定・指定障害児相談支援事業

所の対応時間 

①24時間対応

（夜間は宿直） 

②24時間対応

（夜間は携帯） 

③24時間対応

していない 

        

  

            

指定特定・指定障害児 

相談支援事業所数：2,851 

①53 

2% 
②290 

10% 

③50 

2% 

④45 

2% 

⑤602 

21% 
⑥1,811 

63% 

指定特定・指定障害児相談支援事業所の 

対応日・対応時間 

①365日対応＋24時間

（夜間は夜勤又は宿

直）対応 
②365日対応＋24時間

（夜間は携帯）対応 

③365日対応＋24時間

対応なし 

④365日対応していない

＋24時間（夜間は夜勤

又は宿直）対応 
⑤365日対応していない

＋24時間（夜間は携帯 

⑥365日対応していない

＋24時間対応なし 

        

  

          

365日対応+24時間対応 
343 12％ 

        

  

            
指定特定・指定障害児 

相談支援事業所数：2,851 

①1,813 

64% 

②339 

12% 

③99 

3% 

④600 

21% 

相談支援事業の障害種別等別の対象者 

①3障害＋障害児 

②3障害のみ 

③障害児のみ 

④その他 

    

  

指定特定・指定障害児 

相談支援事業所数：2,851 
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他機関と一体的に総合的な窓口を設置している窓口 

①地域包括支援センター関係 

②保健・子育て・発達支援関係 

③就労支援関係 

④市町村総合相談関係 

⑤虐待防止センター関係 

  

  

  

  

一体的に総合的な窓口を 
設置している 
指定特定・指定障害児 
相談支援事業所数：274 

※１つの窓口が複数の機関と一体的に総合的な窓口を設置している場合は、複数に計上 


